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   ◎国土交通省 東北地方整備局 仙台河川国道事務所 石巻国道維持出張所 

                              平成１ ９年４月 1 日 

 道路法２ ４条  承認工事の取扱いについて （ 案 ）  

 

Ⅰ．承認基準 

 

１． 車両乗入れ部の設置 

(1) 車両乗入れ部の定義 

こ こで 「車両乗入れ部 」 というのは、車両が道路に隣接する民地等に出入りす

るため、縁石等の一部に対して切下げ又は切り開き等の処置を行う箇所をいい、

従前の 「承認工事の取扱いについて （平成 7 年 3月13日付け建東道政第 112 号及

び建東道管第12号東北地方建設局長通知 ） 」 における 、従前の承認基準で言う と

ころの 「通路 」 と同じ意味である 。  

「 歩道の一般的構造に関する基準等について 」 （ 平成17年 2 月 3 日付け国都街

第60号及び国道企第 102 号国土交通省 都市 ・地域整備局長及び道路局長通達

（以下 「道路局長通達 」 という 。 ） との整合を取るために定義する 。  

 

(2) 車両乗入れ部の箇所等 

1)  車両乗入れ部は、原則と して対象施設について 1箇所と し 、出入口を分離

する必要のある施設等特別の事情のある場合及び特に大型の貨物自動車の出

入りする場合は、 ２箇所まで承認するこ とが出来る 。  

2) 車両乗入れ部は、原則と して次に掲げる①から⑨までの場所以外に設ける

ものとする 。ただし 、民家等にその家屋所有者の自家用車が出入りする場

合であって、自動車の出入りの回数が少なく 、交通安全上特に支障がない

と認められる場合には、②から④、⑥及び⑧は適用しないこ とができるも

のとする 。  

①  横断歩道 （自転車横断帯を含む ）及び前後 5m 以内の部分。なお、当該

箇所に停止線がある場合は、当該停止線から 5m 以内の部分。  

②  ト ンネル、洞門等の前後各50m以内の部分。  

③  バス停留所、路面電車の停留場の中。ただし停留所を表示する標柱又は

標示板のみの場合は、その位置から各10m以内の部分。  

④  地下道、地下鉄の出入口及び横断歩道橋の昇降口から 5m 以内の部分。  

⑤  交差点 （総幅員 7m 以上の道路の交差する交差点をいう 。停止線を含

む ） の中及び交差点の側端又は道路の曲がり角から 5m 以内の部分。ただ

し Ｔ字型交差点のつきあた りの部分を除く 。  

⑥  バス停車帯の部分。  

⑦  橋の部分。  

⑧  防護柵及び駒止めの設置されている部分。  

⑨  信号機、道路照明灯の移転を必要とする箇所。ただし道路管理者及び占

用者が移転を認めた場合は除く 。  

 

3)  ただし書きの場合 （②から④、⑥、及び⑧の適用を除外する場合 ） は、必

要に応じてあらかじめ警察署の意見を聴取するこ と 。  



 

２ 

 

(3)  車両乗入れ部の構造 

１）  構造に関する共通事項 

① 歩車道境界の段差 

車両乗入れ部における歩車道境界の段差は5cm とする 。  

     ②  平坦部の確保 

         歩道面には、原則と して １ ｍ以上の平坦部分を連続して設けるものと

する 。  

         また 、当該平坦部分には、道路標識その他の路上施設又は電柱その他

の占用物件は、やむを得ない場合を除き原則と して設けない。  

         なお、歩道幅員が十分確保できる場合には、車いす利用者の円滑なす

れ違いを考慮して、 ２ ｍ以上の平坦部分を確保するよ う努めるものとす

る 。  

③  車両乗入れ部以外への車両進入の防止等の措置 

車両乗入れ部から 、車両乗入れ部以外の歩道や民地への車両の進入を

防止し 、歩行者の安全かつ円滑な通行を確保するために、必要に応じ駒

止め、車止めブロ ッ ク等の施設によ り交通安全対策を講ずるものとす

る 。  

また 、民地から車両乗入れ部以外の歩道に車両の進入が可能な場合

は、車両の進入を防止する措置を講じ 、歩行者の安全確保に配慮するこ

と 。  

④  排水対策 

歩行者の快適な通行や沿道の土地利用への影響を考慮して、雨水等の適

切な排水を十分配慮した対策を行う ものとする 。  

  

２）  分類、形状、及び舗装構成 

① 分  類 

申請目的によ り通行可能性のある自動車の種別を判断し 、以下の分類とする 

 

(a) 第 1 種通路 

大型トラック、トレーラー、普通自動車等の出入りする、ガソリンス

タンド、工場、大型店舗、ドライブイン、駐車場および倉庫等の通路ま

たは、現実にそれらの車両が出入りしている通路があるところ。 

(b) 第 2 種通路 

普通自動車等の出入りする通路または、現実にそれらの車両が出入り

している通路があるところで第 1種通路以外のところ。 

(C) 第 3 種通路 

小型自動車程度のみが出入する通路または、現実にそれらの車両が出

入りしている通路。 

 

出入りする車種のうち最大のものから判断するこ と と し 、自動車の種別は、

道路構造令第４条第２項の分類による 。  
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②  形  状 

図-1に示すＡ型及びＢ型の 2種類を標準と し 、特殊な箇所については別途

考慮する 。  

図 -1  車両乗入れ部の形状  

Ａ型      Ｂ型 

 
※  一方通行 、 中央分離帯設置区間及び同設置計画の あ る 区間で 、  

通路 を ２ 箇所設け る 場合は 、 原則 と し て Ｂ 型 と す る 。  

③ 幅  員 

       分類及び形状によ り表-1に定める幅員を標準とする 。  
      表-1  車両乗入れ部の幅員 （ 最大値 ）   

       形   状 

 

分   類 

 

   A  型  

 

   B  型  

    第 1 種通路 12m      8m 

    第 2 種通路     8m     7m 

    第 3 種通路     4m     －  

※１  車種分類はいずれも単車を基本と している 。 したがって、 ト レー

ラー又は特殊な車両が出入りする箇所で、当該車両等の軌跡図によ

って物理的に出入りが不可能であれば別途考慮するこ とが出来る 。  

※２  通路の幅はいずれも最大値であって申請者の都合、あるいは、道

路管理上支障がある場合は、表-1の値よ り縮小するこ とが出来る 。  

④  舗装構成等 

舗装厚、構造等は表-2によるものとする 。       

通路の舗装については、本線の舗装にかかわらず、アスファルト舗装を原

則とする 。◎本線舗装は別途打合せのうえ、別途定める 。  
表-2 車両乗入れ部の舗装構成       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造欄中の丸数字は共通仕様書の規格を示す                    

 舗 装 種 類  構    造  
第 1 種

通  路  

第 2 種

通  路  

第 3 種

通  路  
備  考  

 

 表 層 細 粒 度 ア ス コ ン        

（ 13 ）       ③  
 5cm  5cm  5cm  

 

アスファルト舗装         基 層 粗 粒 度 ア ス コ ン

（ 20 ）       ①  
 10cm   5cm   

 

 下 層 路 盤 (RC-40)   30cm   25cm   25cm    

 コ ン ク リ ー ト 21   ⑨  
 25cm   20cm   15cm  

  

コンクリート舗装         ( σ 28 ＝ 21N ／ mm
２

)    

 下 層 路 盤 (RC-40)   25cm   20cm   10cm    

 イ ン タ ー ロ ッ キ ン グ ブ

ロ ッ ク  
 8cm  8cm  8cm  

 

特 殊 舗 装 等         コ ン ク リ ー ト    ②   17cm   12cm   7cm   

 ク ラ ッ シ ャ ー ラ ン  

(RC40 ～ 0mm)  
 25cm   20cm   10cm   

 



 

４ 

※１舗装厚は、出入りする車種の最大のものを適用する 。  

※２ コンク リート舗装の場合、 コンク リート舗装要綱によるものと し 、生

コンク リートの呼び強度 （設計基準強度 ） σ28＝ 210kgf ／ cm ２以上

とする 。  

※３  アスファルト舗装の場合は、アスファルト舗装要綱によるものとす

る 。  

※４  インターロ ッキング等特殊舗装の場合は特殊舗装と コンク リート を

合算した数値が表-2のコンク リート厚になるこ とを基本とする 。  

ただし 、 3 種についてはアスファルト舗装要綱に準ずるものとす

る 。  

※５  路床土は、良質土を用いるこ と とする 。  

※６  路盤材料は、粒調砕石又はク ラ ッシャーランを用いるものとする 。  

※７  申請者の都合によ り乗入れ幅を縮小する場合においても 、舗装厚は

減じないものとする 。  

※８  表-2は、申請者自らが施工する場合であ り 、道路管理者の工事との

同時施工によ り道路管理者が施工する場合の舗装の種別については、

別途考慮できるものとする 。  

 

 

 

３）すみ切り 

      車両乗入れ部のすみ切りは、次に掲げる図の直線 （点線 ）又は曲線で施行で

きるものとする 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

※１  すみ切りは、車道乗入れ幅側端と車道外側線に接する 、各通路の分

類による半径Ｒの円弧、又は４ ５°の直線とする 。  

※２  車道端から官民境界線まで、上記の長さを確保できない場合は、官

民境界線から当該長さによって半径を決定するか、若し くは４ ５°で

すりつけるものとする 。  
 

分  類  

すみ切 り  

半   径  

（ R ）  

第 1 種

通  路  
 ３ ｍ  

第 2 種

通  路  
 ２ ｍ  

第 3 種

通  路  
1.5 ｍ  



 

５ 

（イ） 第１種通路 

Ａ  型             Ｂ  型 

    
 

（ ロ ） 第２種通路 

         Ａ  型            Ｂ  型 

    
 

 

( ハ ) 第３種通路 

  

 
 

４） 縦断勾配 

      車両乗入れ部の縦断勾配は、路肩から下記区間において± 2.5 ％以内とす

る 。  

① 第 1種通路 １ ０ ｍ 

② 第２種通路  ５ ｍ 

③ 第３種通路  ３ ｍ 

 

５） 視 距 

    車両乗入れ部における見通し距離は、国道に出るため一旦停止し 、国道の

交通状況を確認する位置において、道路構造令でいう視距が確保できるこ

と 。  

 

６） 歩道形式ごとの車両乗入れ部の設置 

      歩道形式ごとの、車両乗入れ部の設置は参考図―１ を標準とする 。  

    また 、車両乗入れ部における縁石の構造は参考図―２のとおり  



 

６ 

 

 



 

７ 

 



 

８ 

 



 

９ 

 



 

１０ 

 
７） 車両乗入れ部の間隔について 

（ イ ）  隣接する車両乗入れ部の間隔は、出入する自動車によって、本線車両

の通行に支障とならないよ う必要な長さを確保するものとする 。  

ただし 、申請敷地の利用状況及び敷地間口の長さが十分でない等特殊

な事情がある場合は次の図のとおり とする 。  

なお、 １申請について車両乗入れ部を ２箇所設ける場合、 A型にあっ

ては車道端 （外側線 ） で10m以上、 B型にあっては官民境界線で 5m 以

上の間隔をと るものとする 。  

 
（ ロ ）  参考図 - １ ( ホ ) で示す車両乗入れ部を設置するこ とで、隣接す

る車両乗入れ部との間において、歩道の縦断方向の平坦性が十分確

保されず自転車等の通行に支障が生ずる恐れがある場合は、歩道高

さ と車両乗入れ部間口高さ堪を極力同一とするよ うに努めるものと

する 。

 



 

１１ 

 
 

（ハ） 交差道路 （総幅員 7m 未満の取付道路をいう 。 ） と隣接する場合

は、交差点の側端又は道路の曲がり角から原則と して 2m 以上の間隔を

と る こ と 。  

 

 

８） 交通安全対策 

  車両乗入れ部の設置にあたっては、すり付け部分や切り下げ部分と 、

平坦部分を色分けするなどして、歩行者及び運転者に対してすり付け部

の識別性を向上させるこ とに努めるものとする 。  

      

 

 

 

 

 

 

 
 
 
        

 
 
 

９）緑地帯等の設置 

①  車両乗入れ部以外の箇所を盛土及び切土する場合、車両乗入れ部以外

の道路敷地は可能なかぎり 、緑地帯を設けるものとする 。  

②  歩道設置計画のある箇所については、歩道余裕幅を官民境界に沿って

確保するものとする 。  

③  路肩の幅員は、前後の幅員を考慮し決するものとする 。  

④  民地側と 、官地側の地盤高が面一になる場合は、出入口部を除き 、官

民境界線に沿って民地側に車止めを設置するよ う指導するものとする 。

 

※斜線部分について平坦部と色分け  

 

 
 

      

       

       

       

       

       

       

       

       



 

１２ 

 

２． 車両乗入れ部以外について 

（ １ ）  一般施工 

1)  民地の切土、盛上の施工高は、その目的によって決められるものであ り 、

その法尻が民地内に納まるよ うにするものとする 。  

2)  切土、盛上の施行高及び縦横断勾配は、原則と して当該道路の計画を動案

した うえでの構造、勾配に整合させるこ と 。  

3)  盛上の場合は、良質土をもって盛土するこ と 。  

3) 切土する場合において発生する土砂 （道路敷分 ） は、当局の指示する直轄

工事箇所又は地方公共団体等が計画する事業箇所等へ処理するものとす

る 。ただし 、不良上で盛土に利用できない場合は別に指示し 、処理しなけ

ればならない。  

4)  

（ 盛土の場合 ）  

法面埋め立ての末端が段落ちとなる場合等承認工事の施工によ り 、一般交

通に危険が生じる恐れのある場合は、 これを防止するため必要な安全施設を

設置するこ と 。  

 
 

   （ 切土の場合 ）  

民地の切取断面及び構造が崩落、落石等によ り道路に危険を及ぼさない構

造のものであるこ と 。  

 

 
 

 



 

１３ 

( ２ ) 埋設物の処理 

1)  盛土によって在来の用排水機能を埋設する場合は、用排水機能に支障を与

えないよ う十分な断面と強度を有する構造物 （管渠、函渠等 ） の新設または

在来構造物の補強等を行う ものとする 。  

2) 構造物の埋設延長が、 20m以上にわたる場合は、延長15～20m毎に清掃用 

のマンホールを設けるこ と 。ただし 、前後の既設マンホール等の位置を考慮

して決定するものとする 。  

3) 構造物を設ける場合は、前後の接続等を考慮して敷高延長を決定するもの 

とする 。  

 

( ３ ) 側溝の設置 

1)  官民境界線の官地側沿いコンク リート側溝 （ U型、 L型、半円型等 ） を設

置するものとする 。側溝の種類、構造、勾配等については、申請地と隣接地

の現況及び将来の状況を考慮し 、道路管理者において決定するものとする 。  

ただし 、既設の側溝があ り 、二重構造となって管理上不都合な場合はこの

限りでない。  

2) 側溝がある場所を車両乗入れ部と して使用する場合は、必要に応じ 、道路 

管理者の指定する側溝及び蓋を設置するものとする 。  

3) 道路用地以外に降った雨水は原則と して路面排水施設には流入させないも 

のとす 

 

 

（ ４ ） 官民境界杭の設置 

官民境界線に沿ってコンク リート側溝を設置した場合でも 、境界杭によっ

て敷地を明確にしなければならない。  

 

（ ５ ） 環境上の配慮等 

切土、盛土の場合については、路肩保護のため、前後の状況を勘案した う

えで、必要に応じ車道端から側帯に相当する幅を車道舗装厚と同厚と し 、そ

の外側においては、不法駐車、ごみ捨て等道路環境を著し く害するこ とのな

いよ う花壇、緑地帯を設ける等して、環境の整備についても十分考慮するも

のとする 。  
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Ⅱ．  承認申請の取扱いについて 

1.承認申請 

承認工事の施行にあたっては、事前打合せのうえ次の書類を道路管理者に提出する

ものとする 。  

(１) 申請書  別紙様式のとおり とする 。  

(２) 設計書  工事の種別、詳細、数量、金額等を記入したもの、ただし金額は 

省略するこ とができる 。  

(３) 添付図面 

１ ）  位  置  図 縮  尺 1/50,000  ※コピー不可 

２ ）  現況平面図 

３ ）  計画平面図 

〃      

 〃 

1/500 以上 

1/500 以上←施工範囲は朱書きするこ と 

道路境界線 ・ 境界杭は朱書きするこ と 

４ ）  計画断面図   

（ イ ） 横断図 

 〃 

1/100 以上 （ 民地側平坦部 １ 種 １ ０ ｍ ． ２ 種

５ ｍ ． ３ 種 ３ ｍ を 記載す る こ と ）  

地下埋設物 ・土被り も記載するこ と  

（ ロ ） 縦断図  〃 1/100 ～ 1/1,000  

５ ）  構  造  図  〃 1/50以上 

６ ）  建物配置図  〃 1/500 以上 （ 計画平面図に兼ねるこ とができ

る 。建築図あれば添付願います。 ）  

７ ）  施工面積計算 

８ ）  保安施設設置図 

 

９ ）  登記簿謄本 

１ ０ ）  公図 

１ １ ）  現況 ・ 計画写真 

１ ２ ）  排水計画図 

１ ３ ）  乗入車両軌跡図 

  １ ４ ）  安全管理計画図 

 〃 

 〃 

 

 － 

 － 

 － 

1/500 ※単位は㎡ 

1/500 「 東北地方整備局制定 ・ 共通仕様書に

よ り計画するこ と 」  

※申請者が土地所有者であるか確認の為。  

※ （ 写 ） で結構です。  

※現況写真は少なく と も三方向から （ 正面 ・

起点から終点 ・ 終点から起点 ） 撮影し 、計画

乗り入れを赤書きし 、添付する 。  

(４) 同意書等 

第三者と利害関係が生ずるものについては、関係人の同意書又は他の法令によ

る許可等を必要とする場合においては所管行政庁の許可申請書等写しを添付する

ものとする 。  

 

(５) 交通処理計画書 

車両乗入れ部の設置に伴い、一般交通に支障が生ずる恐れがある と思料される

場合は、必要な施設対策を検討するため、交通処理計画書 （敷地、店舗等面積、

予想される車両交通量、ピーク時交通量、本線交通量等記載したもの ） を提出す

るものとする 。  

 

２ ．  変更申請 

承認後に申請者の諸事情によ り承認内容と異なる工事を施行する必要を生じた場

合、は工事の期間内に工事が完成できない場合は、承認申請に準じて変更申請を提

出するものとする 。 （ 担当職員と細部打合せするこ と ）  
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３ ．  提出部数 

承認 （ 変更 ） 申請に必要な部数は次のとおり とする 。  

◎局長承認 3 部   ○事務所長専決 2 部 

※  事務所長専決、東北地方建設局処務細則第15条第 2 号及び第15条の解釈及び運

用方針第 2参照。  

 

４ ．  取扱い経路 

下記の審査経路を経て承認処分がなされる 。  

 

   

 申  請 申請副申 申請副申 
 申請書 

 関係図書 

 

 工事監督 承認通知 承認通知 

 

 承  認 

 承  認 

 

 

 道路使用許可願 
  

 道路使用許可 
※道路交通法第77条の規定に基づ く 許可 

 

Ⅲ．  その他 

本取扱いに定めのない場合については、道路構造令のほか、道路管理者がその工事を

行う場合の技術基準によるこ と 。  

 

Ⅳ．  施行期日 

本取扱いは、平成１ 7 年 4 月 1 日から施行する 。  

なお、施行日前において承認済みあるいは事前打合せ済のものは、従前の取扱いによ

るこ とができる 。  

 

Ⅴ．  特記事項 

1 ） 乗入口は原則と して対象施設について １箇所とする 。ただし 、出入口を分離す

る必要のある施設等特別事情のある場合及び特に大型の貨物自動車等が出入りす

る場合は、道路管理者との協議次第で２箇所まで承認するこ とが出来る 。 また、

以下の基準を満たしているこ と 。 （ 一般例です。 ）  

   

(1) 停止視距  

出口の見通し距離は、国道に出るため一旦停止し 、国道の交通状況を確認

する位置において、道路構造令でいう視距を確保して下さい。  

※停止視距とは？……物体を認めてから停止するまでに必要な距離を言いま

す。 （ 略 ）  

 

 

申

請

者 

出
張
所
長 

事

務

所

長 

局

 
 

長 

警察署長 
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(2) 通路の路肩  

通路には、両側に幅 1.5 ～ 1m の路肩を設け、アスファルト簡易舗装か砂

利敷 （径 25mm 以上厚 10cm ） を行ってください。  

(3) 側溝及び側溝蓋 

官民境界線の民地側沿いに側溝を設置して ください。側溝の種類、構造、

勾配等については、申請地と隣接地の現状及び将来の状況を考慮し 、道路管

理者において決定したものを設置して ください。  

但し地形、通路の幅員、構造等において、路面排水処理に支障がないと認め

られる場合又、既設の側溝が設置されており二重構造となって管理上不都合

な場合は、 この限りではあ り ません。  

側溝蓋は、通路部はＴ－２ ５ 、 またはＴ－２ ０ 、歩道部はＴ－２ を使用し

てください。  

側溝及び側溝蓋は、既製品使用を原則と し 、それによ りがたい場合は現場

打設で設置するこ とができます。なお、規格寸法等は出張所等の （担当者 ）

へお尋ね下さい。  

 

＊側溝蓋Ｔ－２ ５規格を用いる場合 

 （ 概ね一種通路 ）  

① ２ ０ ｔ 超の車両の乗入れが確実に見込まれる場合 

② ド ラ イブイン 、 コンビニエンスス ト ア等 

③ ガソ リ ンスタンド等 

         上記以外の通路においては、 Ｔ－２ ０ を用いる 。  

         なお、②③において ２ ０ ｔ 超の車両の乗入れを禁止している箇所で

は、 Ｔ－２ ０ を使用。  

 

 

(4) 官民境界杭の設置 

   官民境界沿いに側溝を設置した場合でも 、境界杭又は境界プレートによっ

て敷地を明確にして下さい。  

   ※工事によ り管民境界杭等を一時撤去する場合には、必ず担当出張所に連

絡のうえ、担当職員立会いの基に撤去、埋設して下さい。  

 

(5) 通路横断管渠 

   管の内径は最小φ６ ０ ０ mm 、基礎構造は土被り 、土質等によ り異なり ま

すので、規格、寸法等併せて出張所でお尋ね下さい。  

 

(6) マンホール 

   管渠の埋設延長が20m以上にわたる場合、 15m～20mの間隔で清掃用マン

ホールを設置して ください。  

   その場合、設置箇所や通路上は避けてください。  

   マンホールにも集水枡同様、深さ 0.2 ｍの土砂溜を設けて下さい。  

   

(7) 法面保護工 

   盛土、又は切土を伴う場合は原則と して、盛土は 1:1.5 、切土は 1:1 と

し 、芝張で法面保護をしてください。盛土の場合は、原則と して 「 道路土工 

施工指針 」 を参考に施工して下さい。  
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(8) 歩道及び緑地帯 

       通路部以外の道路敷地には、可能な限り歩道及び、緑地帯を設置し下 

さい。なお、設置する際は出張所担当者と相談して下さい。  

       歩道設置計画のある箇所については、歩道余裕幅を官民境界に沿って確 

保して下さい。  

 

(9) 照明施設の設置 

   出入り車両の多い大型店舗、 ド ラ イブイン 、ガソ リ ンスタンド等について

は、照明施設を設置しても ら う場合があ り ます。  

(10) その他の構造物 

       その他の構造物については、 「 土木構造物基準設置書 国土交通省 」  

「 土木工事基準設計図書 東北地方整備局 」 によ り ますので、出張所にお尋

ね下さい。  

    

○近年バリ アフ リー化に伴い国土交通省で基準が出来てきている状況である 。下記に示す

のは可能な限り当出張所でも実施 ・運用する方針です。並びに２ ４条工事も原則的に同

等な基準と しますので参考と して下さい。  

 

「 歩道の形式 」  

ａ ．歩道面を車道面よ り高く 、かつ縁石天端高さよ り低くする構造 （ セ ミ フラ ッ ト形式 ）

とする 。  

「 歩道の高さ 」  

ｂ ．歩道面と車道面の高低差５ ｃ ｍとするこ とを原則と して、地形、気象、沿道の状況及

び交通安全施設の設置状況を考慮し 、雨水等の適切な排水を勘案して決定するものとす

る 。  

「 縁石の高さ 」  

ｃ ．歩道に設ける縁石の車道等に対する高さは、歩行者の安全な通行を確保する為１ ５ ｃ

ｍ以上とする 。  

ｄ ．構造物を保全する為に必要な場合には２ ５ ｃ ｍまで高くするこ とが出来る 。  

ｅ ．歩行者の安全な通行が確保されている場合であって、排水が確保出来る場合には、必

要に応じ ５ ｃ ｍまで低くするこ とが出来る 。  

 

◎通信管路 （光ケーブル ） が路面下に埋設されている箇所があ り ます。工事によ り損傷 ・

切断した場合には、各関係省庁へのネッ ト ワーク等が麻痺し多大な損害をあたえる と事と

な り ますので施工にあたっては十分に注意するこ と 。万が一切断等をした場合には担当職

員へ即時報告をするものとする 。  

 

◎明らかな現況平面、計画平面が現地と相異がある場合、通信管路 （光ケーブル ） 移設又

は切り回しにかかる費用は申請者が自ら負担するこ と とする 。左記によ り工期に変更が生

じた場合は変更申請を提出するこ と 。但し当初申請工期内で完成出来る場合はこの限りで

はない。又、変更が大規模な場合、又は担当職員が当初申請と著しい相異がある と判断し

た場合は許可を取り消す場合がある 。  

 

◎本手引きによる書式をそのまま使用し提出する場合はページ番号を消し提出するこ と 。  
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Ⅵ．承認申請後提出書類 

     

 １ ．工事の着工 

    「 道路工事施行承認書 」 が交付され工事に着工する場合、次の書類を提出して

下さい。 

    

提出部数 ： １部 

 

   1)工事着工届 （様式－１ ）  

 

   2)工事工程表及工事責任者通知書 （様式－３ ） 及び施工体系図 （様式－４ ）  

 

   3)所轄警察署長の道路使用許可の写し （許可条件書も添付してください ）  

 

   4)施工計画打ち合わせ 

    実施工事前に実施工者が施工計画書を作成し 、打合わせの上、着工するこ と 。  

    変更が生じた場合も同様とする 。施工計画書は 「東北地方整備局制定の共通仕

様書 」 に準じて作成するこ と 。  

 

   5)品質試験成績表の提出 

    コンク リート二次製品、アスファル ト合材、 コンク リート 、路盤材、その他 

製品で指示した場合は、提出するこ と 。  

 

   6)施工管理 

    「 東北地方整備局制定の共通仕様書 」 に準じるこ と 。  

写真管理を必ず行う こ と 

     下記は最低限を記載しています。  

(1) 安全管理 （ 保安体制状況等 ）  

(2) 出来型管理 （厚さ 、幅、長さ 、合材搬入温度、敷均し温度、解放温度 ）  

(3) 品質管理 （ 指示した場合－アスファル ト等 ）  

   

   ７ ) 施工上の注意点 

(1) 保安施設は 「東北地方整備局制定の共通仕様書 」 に準拠し交通整理員は、

必ず赤 ・緑の旗 （ 75× 75cm 程度 ） で交通処理を行う こ と （ 昼間 ） 夜間に

ついては誘導灯を使用するこ と 。  

(2) 施工箇所付近の埋設物の調査は必ず実施して下さい。 （ Ｎ Ｔ Ｔ ，電力，  

上下水道，ガス ，情報管路等 ）  

(3) 工事期間中であっても工事をしていない時には、注意標識類を全面撤去ま

たは被覆する 。  

(4) 道路使用許可及び道路管理者の許可条件に反した作業を行った場合、又は

発見した場合には作業の中止及び許可の取り消し等の措置をと る事があ り ま

す。  

(5) 作業を行う場合には工事開始１週間以上前に予定表を出張所にＦ Ａ Ｘ して

下さい。尚、現道上に規制がかかる場合には 「 リ アルタイム路上工事情報シ

ステム （週間予定 ・緊急 ） 」 表へ記載し 、 Ｆ Ａ Ｘ又は、 メールにてお知ら

せ下さい。  
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 ２ ．工事の完了 

   承認工事が完了した場合、工事の完成検査を行います。検査の結果、承認内容

等に適合しない場合は、当該不適合箇所を是正し 、再検査を受けなければなり ま

せん。  

   

提出部数 ： １部 

    

1)工事完了届 （様式－２ ）   

   2)工事完成図 

3)工事写真 「 着工前、完成、出来型管理 （厚さ 、幅、長さ等 ） 」 Ａ ４サイズに

整理するこ と 。  

4)上記の完了届については 「東北地方整備局制定の共通仕様書 」 に準拠し関係図

書を提出するこ と  

 

 ３ ．工事期間変更届 

    工事において申請時の完了期間に終了しない場合に提出するこ と 。変更理由と  

変更した完了期間と併せて記入する 

ただし 、許可までに２～３週間程かかるため事前に提出する必要がある 。  

 

 ４ ．道路工事取り下げ願い 

    工事をある理由によって取り下げる場合に理由等を明記し提出するこ と 。  

（ １部 ）  

※注意 ：一度取り下げした申請箇所は、原則と して再び許可するこ とは難しい。  

 

 ５ ．現場発生品調書 （ 様式 ３ ６ ）  

    今回の工事によって不要となった現場発生品で再利用できるものについて返却と

一緒に提出するこ と 。  

  

６ ．標準処理期間 

    道路法第２ ４条に基づく請願工事の標準処理期間は、 １ ヶ月以内であるが、  

申請書類の不備等を補正するために要する期間は含みません。又、事前打ち合わ

せを担当職員と行う こ と 。※担当職員が不在な場合もあ り ます。その場合に要

する期間も処理期間には含まない。尚、先例のない場合など申請の内容によって

は１ ヶ月を超えるこ と もあ り ます。前述の事を踏まえ、十分時間に余裕を持っ

て、申請して下さい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

２０ 

住所 ・ 氏名は所有者、担

当者 ・ TELは申請の担当

者の名前等を記入 

なるべ く押印願います 

新築工事における車両出入口の設置 

４ ・ ４ ５ ・ ４ ８  

施工場所の住所を記入 

歩道工 

歩車道境界ブロ ッ ク設置工 

Ｌ型側溝工 

面積及び延長を記入する 

期間までに終了しない場

合、 「 工期変更届 」 と提

出していただ く ため 、多

めに期間を取っていただ

きたい 。  

業者名を記入する 

あてはまる箇所に○をするこ と  

( 記 入 例 ）  
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( 記入例 )  

平成   年   月   日 

 

 

東北地方整備局長  殿 

 

 
申請者 

 

住所 

 

氏名             印 

 

申請箇所地番 
 

 

      申  請  理  由  書 
 

今般 、 下記に よ り ２ ４ 条申請 し ま す 。  

 

                    記 

 

１ ． 従来の用途 

        更地で建物無し 

 

 

 

 

２ ． 今般の計画 

        今般、駐車場を新設する計画である 。  

申請地に出入りするために幅員４ ｍの乗入口を設置する 。  

 

 

 

３ ． 最大出入 り 車両 

       普通車 

 

 

 

 

４ ． そ の他 

       なし 

 

 

 

 
 

住所 ・ 氏名 ・ 申請箇

所の地番を記入。  

押印を必ずする こ

と 。  
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（ 記入例 ）  

平成   年   月   日 

 

 

東北地方整備局長  殿 

 

 

申請者 

 

住所 

 

氏名            印 

 

申請箇所地番 

 

 

       確   約   書 
 

今般、道路法２ ４条に基づき請願工事の申請書提出にあたり 、工事完成後、

道路敷内に広告 ・看板の設置、工作物の存置等の不法占用や不法駐車、その他

一切の違反行為をしないこ とに書面をもって確約します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

住所 ・ 氏名 ・ 申請箇

所の地番を記入。  

押印を必ずする こ と  
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（ 記入例 ）  

平成   年   月   日 

 

 

東北地方整備局長  殿 

 

 

申請者 

 

住所 

 

氏名             印 

 
申請箇所地番 

 

 

        誓  約  書 
 

上記地先の道路法２ ４条申請につきまして、将来現道路の構造 ・形状等が変更された場

合、今般の申請において店舗 ・ ガソ リ ンスタンド ・ コンビニ等を経営する場合は、道路工

事等によ り利益損失が生じた場合であっても 、道路が公衆の一般的利用に供されている事

の反射的利益と考え損失補償等に関して、道路管理者に対して何等の異議の申し立ては致

しません。 

２ ４条工事完了後は速やかに道路管理者に帰属するこ とを書面をもって誓約致します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住所 ・ 氏名 ・ 申請箇所

の地番を記入。  

押印を必ずする こ と 。  
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( 記入例 )  

 

    工事仕様書（数量集計表） 

工   種 種   別 細   別 規   格 
単

位  

数 

量 
備   考 

排水工       

 Ｌ 形側溝 撤去 特 Ｌ   ３

３ ０  

ｍ    

 〃 設置  ｍ    

舗装打換

工 

      

 舗装版撤

去 

 ｔ ＝ ４  ｃ

ｍ 

ｍ
3  

  

 掘削残土  ｔ ＝ ４ ０ ｃ

ｍ 

ｍ
3  

  

 下層路盤 Ｒ Ｃ 40～

0  

ｔ ＝ ３ ０ ｃ

ｍ 

ｍ
3  

  

 基層工 再粗粒20 ｔ ＝ １ ０ ｃ

ｍ 

ｍ
3  

  

 表層工 再細粒13 ｔ ＝ ５  ｃ

ｍ 

ｍ
3  

  

防護柵工       

 撤去  Ｈ＝ ８ ０  ｍ    

 移設  Ｈ＝ ５ ０  ｍ    

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 



 

２５ 

平成   年   月   日 

 

 

東北地方整備局長  殿 

 

 

申請者 

 

住所 

 

氏名             印 

 

申請箇所地番 

 

 

      申  請  理  由  書 
 

今般 、 下記に よ り ２ ４ 条申請 し ま す 。  

 

                     記 

 

１ ． 従来の用途 

 

 

 

 

 

２ ． 今般の計画 

 

 

 

 

 

３ ． 最大出入 り 車両 

 

 

 

 

 

４ ． そ の他 

 

 

 

 

 

 

                                                           



 

２６ 

平成   年   月   日 

 

 

道路管理者 

  東北地方整備局長  殿 

 

 

申請者 

 

住所 

 

氏名             印 

 

申請箇所地番 

 

 

 

      確   約   書  

 

 

 今般 、 道路法 ２ ４ 条に基づき請願工事の申請書提出にあた り 、 工事完成後 、 道路敷内に

広告 ・ 看板の設置 、 工作物の存置等の不法占用や不法駐車 、 その他一切の違反行為を し な

い こ と を書面を も っ て確約し ます 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                            

 

 



 

２７ 

平成   年   月   日 

 

 

道路管理者 

 東北地方整備局長  殿 

 

 

申請者 

 

住所 

 

氏名             印 

 

申請箇所地番 

 

 

 

        誓  約  書  

 

 

 上記地先の道路法 ２ ４ 条申請につき ま し て 、 将来現道路の構造 ・ 形状等が変更された

場合 、 今般の申請において店舗 ・ ガ ソ リ ン ス タ ン ド ・ コ ン ビ ニ等を経営する場合は 、 道路

工事等に よ り 利益損失が生じ た場合であ って も 、 道路が公衆の一般的利用に供されてい る

事の反射的利益 と 考え損失補償等に関し て 、 道路管理者に対し て何等の異議の申し立ては

致し ません 。  

２ ４ 条工事完了後は速やかに道路管理者に帰属する こ と を書面を も っ て誓約致し ます 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２８ 

     工事仕様書（数量集計表） 

工   種 種   別 細   別 規   格 
単

位  

数 

量 
備   考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 



 

２９ 

様式－１  

 

平成  年   月   日 

 

仙台河川国道事務所長 殿 

 

住所 

氏名 

担当者 

連絡先 

 

          道  路  工  事  着  工  届  

 

平成  年   月   日付け  承国東整仙道管一道 第     号で許可

を受けた道路工事を下記によ り着工するので、届け出ます。  

 

                   記 

 

工 事 の 目 的  

工 事 の施 工 場 所 
一般国道    号         ｋ ｐ  

 

着 工 年 月 日     平成    年    月    日 

完 了 予 定 年 月 日     平成    年    月    日 

工 事 の 方 法       直  営   ・   請  負 

備 考  

（ 注 ）  

1.本届書は記名のみで可と し 、押印は要しない。  

2.本届書の他に工事工程表及び工事責任者通知書と道路使用許可書の写しを添付する 

こ と 。  

 

 

 

 

 



 

３０ 

様式 ２  

平成  年   月   日 

 

仙台河川国道事務所長 殿 

 

住所 

氏名 

担当者 

連絡先 

 

          道  路  工  事  完  了  届  

 

下記のとおり            工事を完了したので届け出ます。  

 

                    記 

 

許可番号及び年月日 
承国東整仙道管一道  第      号 

平成    年    月    日 

工 事 の 目 的  

施 工 場 所 
一般国道    号         ｋ ｐ  

 

工 期 
平成    年    月    日から 

平成    年    月    日まで 

完 了 年 月 日 平成    年    月    日 

（ 注 ）  

1.本届書は記名のみで可と し 、押印は要しない。  

2.着工前 ・ 施工中 ・完了 ・保安体制状況 （行程毎 ） の写真をＡ ４サイズで提出するこ と 。  

3.推進 ・ シールド工事については、縦横断測定表を提出するこ と 。  

 

上記工事は、平成    年    月    日検査の結果完了を確認する 。  

 

 

平成    年    月    日    仙台河川国道事務所 

                      石巻国道維持出張所長 



 

３１ 

 

様式 （ ３ ６ ）  

 

                          平成   年   月   日 

 

 

   仙台河川国道事務所長 殿 

 

                    請負者 （住所 ）  

                       （ 氏名 ）  

                     現場代理人          印 

 

 

            現 場 発 生 品 調 書                

 

   平成   年   月   日付けをもって工事における下記の発生品を引き渡

します。  

 

                     記 

品     名 規    格 単 位  数   量 摘    要 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     



 

３２ 

< 参考資料 >  

○沿道の建物の法的規制及び設備計画 

１ ．  民家に類するもの 

民法第 234 条に 「 建物を築造するには、境界線よ り 50cm 以上の距離を存するこ と

を要す 」 と規定されている 。 これは、建物の壁の外側と境界線の間隔が 50cm 以上

で、 しかも軒先が境界線から隣接地に出るこ とを規制しているものである 。 また、建

築基準法第65条に 「 都市計画区域内の防火地域または準防火地域内にある建築物で外

壁が耐火構造のものについては、その外壁を隣地境界線に接して設けるこ とができ

る 」 旨の規定があるので前記の隣地境界線は、国道の官民境界線も これを準処するも

のとする 。    

 

 

２ ．  ガソ リ ンスタンドに類するもの 

ガソ リ ンスタシドについては、危険物の規制に関する政令 （昭和34年 9 月26日政令

第 306 号 ） 第17条給油取扱所の基準の 8項の規定によ り 、道路境界線 （官民境界線 ）

からの離隔及び民地境界からの離隔を確保する 。  

           

「 危険物の規制に関する政令 」 （ 昭和34年 9 月26日政令第 306 号 ） 抜粋 
第 17 条 ８ 項 

固 定 給 油 設 備 は 、 次 に 掲 げ る 道 路 境 界 線 等 か ら そ れ ぞ れ 当 該 道 路 境 界 線 等 に つ

い て 定 め る 間 隔 を 保 つ こ と 。 た だ し 、 総 務 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り ホ ー ス 機 器

と 分 離 し て 設 置 さ れ る ポ ン プ 機 器 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。   

イ  道 路 境 界 線   次 の 表 に 掲 げ る 固 定 給 油 設 備 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 同 表 に

定 め る 間 隔 



 

３３ 

固 定 給 油 設 備 の 区 分 間   隔  

懸 垂 式 の 固 定 給 油 設 備  ４ メ ー ト ル 以

上  

そ の 他 の

固 定 給 油

設 備  

固 定 給 油 設 備 に 接 続 さ れ る 給 油 ホ ー ス の う ち そ の

全 長 が 最 大 で あ る も の の 全 長 （ 以 下 こ の イ 及 び 次

号 イ に お い て 「 最 大 給 油 ホ ー ス 全 長 」 と い う 。 ）

が ３ メ ー ト ル 以 下 の も の  

４ メ ー ト ル 以

上  

最 大 給 油 ホ ー ス 全 長 が ３ メ ー ト ル を 超 え ４ メ ー ト

ル 以 下 の も の  

５ メ ー ト ル 以

上  

最 大 給 油 ホ ー ス 全 長 が ４ メ ー ト ル を 超 え ５ メ ー ト

ル 以 下 の も の  

６ メ ー ト ル 以

上  

 

ロ  敷 地 境 界 線   ２ メ ー ト ル 以 上 

ハ  建 築 物 の 壁   ２ メ ー ト ル （ 給 油 取 扱 所 の 建 築 物 の 壁 に 開 口 部 が な い 場 合

に は 、 １ メ ー ト ル ） 以 上 

 

同 条 ８ の ２  

固 定 注 油 設 備 は 、 次 に 掲 げ る 固 定 給 油 設 備 等 か ら そ れ ぞ れ 当 該 固 定 給 油 設 備 等

に つ い て 定 め る 間 隔 を 保 つ こ と 。 た だ し 、 総 務 省 令 で 定 め る と こ ろ に よ り ホ ー ス

機 器 と 分 離 し て 設 置 さ れ る ポ ン プ 機 器 に つ い て は 、 こ の 限 り で な い 。   
イ  固 定 給 油 設 備   省 略 

ロ  道 路 境 界 線   次 の 表 に 掲 げ る 固 定 注 油 設 備 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 同 表 に

定 め る 間 隔 

固 定 給 油 設 備 の 区 分 間   隔  

懸 垂 式 の 固 定 給 油 設 備 ４ メ ー ト ル 以

上  

そ の 他 の

固 定 給 油

設 備 

固 定 注 油 設 備 に 接 続 さ れ る 注 油 ホ ー ス の う ち そ の

全 長 が 最 大 で あ る も の の 全 長 （ 以 下 こ の ロ に お い

て 「 最 大 注 油 ホ ー ス 全 長 」 と い う 。 ） が ３ メ ー ト

ル 以 下 の も の  

４ メ ー ト ル 以

上  

最 大 注 油 ホ ー ス 全 長 が ３ メ ー ト ル を 超 え ４ メ ー ト

ル 以 下 の も の  

５ メ ー ト ル 以

上  

最 大 注 油 ホ ー ス 全 長 が ４ メ ー ト ル を 超 え ５ メ ー ト

ル 以 下 の も の  

６ メ ー ト ル 以

上  

 

ハ  敷 地 境 界 線   １ メ ー ト ル 以 上 

ニ  建 築 物 の 壁   ２ メ ー ト ル （ 給 油 取 扱 所 の 建 築 物 の 壁 に 開 口 部 が な い 場 合

に は 、 １ メ ー ト ル ） 以 上 

 

なお、民地側から流出する汚水、汚油等は、民地側に排水溝及び沈殿槽を設け処理

する規定となっている 。  

また 、流末については、原則と して道路用側溝には流入させないものとする 。  

 

３ ．  小売店舗等に類するもの 

道路敷地内での荷物の積卸しは、一般車両及び歩行者の通行に著しい影響を与える

と と もに、交通事故を誘発するこ と となるので避けなければならない。  

 

４ ．  駐車場、バス会社の車庫等 

大規模な駐車場を有する施設の車両乗入れ部は出口と入口とを別個に設ける等実施

するものとする 。  

 



 

３４ 

承認工事の取扱いについて （内規 ）  

I ．  承認工事について 

１ ．  承認工事とは 

公物である道路は、道路管理者が責任をもって全面的に管理するのが原則である

が、道路管理者以外の者でも道路に関する工事や維持を行う必要がある場合があ り 、

このよ うな場合は、道路管理者の承認を受けて工事を行う こ とができる 。 （ 法第24

条 ）  

(1) 道路管理者は次のとおりである 。 （ 法第18条 ）  

１ ） 指定区間内の国道 建設大臣 

２ ） 指定区問外の国道 都道府県知事又は指定市の長 

３ ） 都道府県道 都道府県又は指定市 

４ ） 市町村道 市町村 

(2) 道路管理者以外の者とは (1) の道路管理者以外であれば国の行政機関、地方公共

団体、公法人、私人のいずれの者であってもよい。  

(3) 道路に関する工事又は道路の維持とは、道路の新設、改築、修繕又は維持である

が、承認工事で行う道路に関する工事は私人等が、工場、ガソ リ ンスタンド 、商店

や住宅を沿道に築造し 、車両の出入のための道路敷内を切土、盛上し車両乗入れ部

造成する工事、歩道の切下げ工事等が主なものである 。  

(4) 道路の損傷を防止するために必要な砂利又は土砂の局部的補充、その他道路の構

造に影響を与えない道路の維持については承認を必要と しない。 （ 令第 3条 ）  

２ ．  工事の費用 

承認工事に要する費用は承認を受けた者が負担しなければならない。 （ 法第57条 ）  

３ ．  工作物等の引継 

承認工事によって道路敷内に設けられる工作物、施設等は工事完成後道路管理者に

引継がれ国に帰属する 。  

４ ．  取付道路 

国道との平面交差となる新設取付道路の取扱いについては、 「 国道と他の新設道路

との取付けの取扱について 」 （ 昭和52年11月 1 日建東道一計第 187 号、建東道管第

175 号道路部長通知 ） によ り処理するものとする 。  

５ ．  他の道路管理者の扱い 

他の道路管理者 （ 県知事、指定市の長、市町村 ） の管理する県道及び市町村道の取

付け、又は拡幅等の工事の取扱いは、道路法に規定がないため、承認工事の申請に準

じた両者の協議によ り処理するものとする 。  

６ ．  審査上の注意事項 

承認申請があったと きは、書類を審査する と と もに現地調査をするものとする 。審

査等にあたっては、下記の点に留意するこ と 。  

(1) 住所、氏名、捺印、施行目的等に誤りがないか。  

(2) 関係書類が整備され、工事内容が明確にされているか。  

(3) 用地境界に誤りはないか。  

(4) 民地内に荷物の積卸しする場所が確保できるよ う建物が配置されているか 

(5) 場内の混雑のため進入車両が国道上に停滞し 、国道を通行する一般車両等に影響

を与えないよ うな場内設備の配置になっているかど うか。  

(6) 工事内容が現地に適合しているか。  

(7) 承認基準に合致しているか。 

(8) 直轄工事計画がないか。 

(9) 工事箇所に占用物件がないか。  



 

３５ 

(10)特記条件を付す必要はないか。  

(11)他の法令の適用がないか。  

(12)第三者との利害関係はないか。  

 

Ⅲ．  承認について 

１ ．  承認 

承認工事の承認にあたっては、工事を行う必要性、設計及び実施計画の合理性並び

に道路管理上の支障の有無等を総合的に勘案して承認しなければならない。  

２ ．  承認書の交付 

承認工事を承認する場合においては、承認書 （別紙様式 - １ ） を申請者に交付する

ものとする 。  

３ ．  条件 

道路の構造を保全し 、交通の危険を防止しその他円滑な交通を確保するために必要

な条件を付すこ とができる 。ただし 、条件は承認を受けた者に不当な義務を課すこ と

のないものでなければならない。  

４ ．  承認条件書 

承認に際して一般的条件は、承認別紙条件書 （炉U紙様式 - ２ ） によるものと し 、

特に必要と認めた場合においては特記条件を追記するものとする 。  

５ ．  承認台帳 

申請者工事台帳 （ 別紙様式 - ３ ） を作成し 、保管しなければならない。  

６ ．  承認標示板の掲示 

承認工事の現場には道路工事承認標示板 （別紙様式 - ４ ） を見易い位置に掲示させ

るものとする 。  

 

Ⅳ．  監督検査等について 

１ ．  施工監督 

工事の着手前に道路使用許可書の写し 、工事工程表及び着手届を提出させ、施工中

は工事の進捗状況を常に把握し承認内容と異なる工事の施工、条件の不履行等のない

よ う指導監督しなければならない。  

２ ．  完成検査 

承認工事が完成した場合は完成届を提出させ、工事の完成検査を行う ものと し 、検

査の結果、承認内容等に適合しない場合は、当該不適合箇所の是正を指導し再検査を

しなければならない。  
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別紙様式 - ２  

               道路工事施行承認別紙条件書 

第１   工事着手前に道路交通法第77条第 1 項の規定による所轄警察署長の許可書の写

し 、工事着手届及び工事責任者を明らかにした、工事工程表を事務所長 （以下 「事

務所長 」 という 。 ） に提出し 、細部打合せのうえ着工するこ と 。  

また 、工事が完了したと きは、すみやかに文書をもつて事務所に届出、検査を受

けるこ と 。  

第２   第 1 の検査の結果、承認条件に適合しないため不合格と認められたと きは、事務

所長の指示に従い、工事完了後再検査を受けるこ と 。  

第３   工事の時期は、事務所長の指示に従う こ と 。  

第４   工事中は、事務所長の指示又は監督に従い、かつ工事現場に工事責任者を常駐さ

せるこ と 。  

第５   この工事によ り道路 （附属物を含む ）又は第三者に損害を与えたと きは、申請者

の負担をもつて原形復旧及び損害の賠償をするこ と 。  

第６   この工事によって道路敷に設けた工作物、物件又は施設は、工事完了検査後道路

管理者に引継ぎ、国に帰属するものとする 。  

ただし 、道路敷に設けた工作物、物件又は施設については、申請者において常に

善良なる注意義務をもつて良好な状態を保持するこ と 。  

第７   申請箇所に道路管理者の許可なく 、工作物、物件又は施設を設けない。材料、物

品等を置かないこ と 。  

第８   工事現場には、事務所長の指示に従い、別に定める承認標示板を申請者の負担に

よ り提出しておく こ と 。  

第９   工事の実施にあたっては、一般交通に支障を与えないよ う特に注意する と と も

に、危険防止のため工事箇所に事務所長の指示に従い 「東北地方建設局保安施設設

置基準 」 に基づく保安施設を設置するこ と 。  

第10   盛土施工の際は、良質な土砂を用い、層厚20センチメートル毎にランマーその他

適当な締固機械で十分つき固めるこ と 。  

第11   工事の施行にあたっては、国道路面を汚染しないこ と 。  

第12   工事完了後、官民境界を明らかにするため用地境界杭を 、事務所職員立会いのも

とに、申請者の負担をもつて設置するこ と 。  

第13   工事完了後、残土及び残材料等がある と きは、 これをすみやかに道路敷外に搬出

し 、付近を清浄にし 、道路管理上及び交通上支障ないよ うにするこ と 。  

第14   道路敷内 （上空部分を含む ） には、広告、看板類を設置しないこ と 。  

第15   他の法令の規定による行政庁の許可又は認可、その他の処分を受けるこ とを必要

とする場合において、 これらの処分が受けるこ とができなかつたと き 、又はこれら

の処分が取消され、 も し くは効力を失つたと きは、本承認も失効する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 


